
137

１．ゴミ処理の歴史

　ゴミ処理の歴史を見ると、ゴミ処理の基本が埋め立て処分または河川に流す方法で、
縄文時代から始まり、鎌倉時代、室町時代、戦国時代を経過して江戸時代へと続いた。
明治時代になるとゴミに関する法律が制定され、汚物掃除の義務を市町村としたゴミ
の収集と処理体制の確立を目指し、公衆衛生の見地から「焼却・埋め立て」主義に移
り、それが第二次世界大戦直後まで続いた。そして、清掃事業が市町村の固有事業と
して法的に明確になり、汚物の衛生的処理が強調され、生活環境の浄化や町の美化な
ども強く求められるようになった。その後、高度経済成長に伴って排出されるゴミの
質も大きく変化し始め、発生量も多くなり、一方で「公害」が社会問題となる中でゴ
ミに対する法整備も進んできた。
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1.1．江戸時代までのゴミ処理
　江戸時代までのゴミ処理について、八太の著書１）を参考にすると次のようになる。
　ゴミは人間の生活に伴って出てくるものであり、ゴミの歴史とは人間文明の歴史そ
のものであるといえる。日本国内の歴史を遡ってゴミの痕跡を見ると、人間が集団で
定住生活を開始した根拠となる縄文時代の貝塚にたどり着く。貝塚は、今でいうゴミ
の埋め立て処分の痕跡である。それからさらに歴史を遡っても残念ながらゴミの痕跡
はなく、人間が狩猟と採取で得た食料から出たゴミは自然の自浄作用、つまり微生物
の作用によって完全に分解されてしまっていたためである。
　時代が進み、平安京では人々は生活から出た塵や芥を川に流すことによって汚れを
除去し、清潔な生活環境を維持してきた。芥川という名前はゴミ（塵芥：ちりあくた）
を流した川から来ていることからも、ゴミを河川に流したことが分かる。縄文時代か
ら始まった我が国のゴミ処理の方法は、埋め立て処分または河川に流す方法で、鎌倉
時代、室町時代、戦国時代を経過して江戸時代に続いた。
　江戸時代になると、戦乱はなくなり、多くの城下町が栄えた。特に江戸は人口が百
万人を超える大都市となり、幕府は「芥改役（あくたあらためやく）」という役職を作
りゴミの処理を監視した。さらに、1648（慶安元）年に出された「江戸市中諸法度（え
どしちゅうしょはっと）」の中でゴミさらいのルールについて触れており、その後再三
にわたって町内や河川のゴミの処理について町ふれが出された。このような方法で、
当時はゴミ問題や伝染病問題に対応していた。

1.2．明治時代から第二次世界大戦直後までのゴミ処理
　明治時代から第二次世界大戦直後までのゴミ処理について、丸尾等の著書２）を参考
にすると次のようになる。
　明治時代では、伝染病の蔓延を防止することに躍起になっており、東京府の「伝染
病予防規則」で、ゴミ溜場の排水の規制や野積みの禁止などをうたい、伝染病の流行
の対策として、ゴミ処理が注目されてきた。1887（明治20）年には警察令として町の
清掃を目的とした「じん芥取締規則」が公布された。
　さらに、1900（明治33）年に日本で最初のゴミに関する法律である『汚物掃除法』
が制定され、汚物掃除の義務を市町村としゴミの直接の収集と処理体制の確立を目指
した。また、ゴミの減量化が求められたのではないが、公衆衛生の見地からゴミの焼
却が最善策として「焼却・埋め立て」主義の考え方が始まってきた。『汚物掃除法』は
改正されながらも戦後までの半世紀以上の期間、清掃事業の根拠法として効力を発揮
した。
　しかし、第二次世界大戦後の経済の回復により、従来は専ら公衆衛生の立場で行わ
れてきた廃棄物処理行政に対して、プラスチック類や粗大ゴミである家電製品等（電
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気冷蔵庫、電気洗濯機等）の処理をしなければならなくなったことで、従来とは異な
った処理体系を市町村が用意しなければならなくなった。
　そして、1954（昭和29）年に『汚物掃除法』が廃止され、新しく『清掃法』が制定
された。この法律で、清掃事業が市町村の固有事業として法的に明確にされ、汚物の
衛生的処理が強調され、生活環境の浄化や町の美化なども強く求められるようになっ
た。

1.3．高度経済成長に伴うゴミ処理
　高度経済成長に伴い排出されるゴミの質も大きく変化し始め、厨芥の他に、プラス
チック類や紙類が増加し、ゴミの発生量も多くなってきた。ゴミの焼却処理では、そ
れまで「バッチ式の炉」が主であったが、大量に焼却するために「連続機械式の炉」
が大阪や東京等の大都市で建設され始めた。この当時は、一方で「公害」という新し
い社会問題が発生し、1967（昭和42）年に『公害対策基本法』が公布され、1970（昭
和45）年にはいわゆる「公害国会」で14の公害防止関連法が制定され、『大気汚染防止
法』や『水質汚濁防止法』と並び『清掃法』が廃止され『廃棄物の処理及び清掃に関
する法律』（廃掃法）が制定された。
　この『廃掃法』では、放射性廃棄物や残土等を除いた廃棄物を一般廃棄物と産業廃
棄物とに分け、一般廃棄物の処理について市町村が処理の責任と事務を、産業廃棄物
について処理の責任は事業者、その事務は国の担当とし都道府県と政令指定都市への
機関委任事務とした。『廃掃法』が制定された当時と現在では内容が少し異なるが、現
在の廃棄物の区分を表１に示す。

表１　廃棄物の区分

廃棄物全般
廃棄物

一般廃棄物
（産業廃棄物以外）

ゴミ
家庭系ゴミ

一般ゴミ
可燃物
不燃物

粗大ゴミ
事業系ゴミ

し尿
特別管理一般廃棄物

産業廃棄物
事業活動で生じた廃棄物（20種類）
特別管理産業廃棄物

放射性廃棄物（廃掃法の範囲外）
 （出典：環境省編「平成24年版 循環型社会白書」を参考として筆者作成）

　産業廃棄物とは事業活動によって生じた廃棄物の中の法令で定める20種類で、これ
らに該当しない廃棄物が一般廃棄物とされている。一般廃棄物は、特別管理一般廃棄
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物、し尿、ゴミに分かれている。ゴミはさらに、家庭から排出されるものを家庭系、
事業活動で発生するものを事業系と定められている。なお、廃棄物全般の中に放射性
廃棄物も加えているが、この放射性廃棄物は2013年現在『廃掃法』の範囲外であり、
『放射性物質汚染対処特措法』に基づいて「廃棄物関係ガイドライン」が策定され、そ
れに従っている。
　この『廃掃法』が制定されてから20年間、小さな改正は行われてきたが「大事件で
も起きなければ、法改正はできない」あるいは「現行法でも、通達などでやっていけ
る」とのムードが所管の厚生省の中にあった。その後、経済の発展が続き1980年代に
はバブル景気によるゴミ発生量の急増、廃棄物処理施設の設置や埋め立て処分場の確
保が困難となり、「ゴミの減量・再資源化について（ゴミ非常事態宣言通知文書）」を
厚生省が都道府県宛に送っている。こうした中で、1990（平成２）年の国会衆議院予
算委員会での厚生大臣の法改正発言をきっかけに、廃棄物の処理責任が明確にされる
時代に入って行った。
　以上が、丸尾、田中、寄本等の著書２）３）４）を参考にした、第二次世界大戦後の高度
経済成長に伴うゴミ処理である。
　なお、本稿では廃棄物の中のゴミを中心とするために、表現としてできるだけ「ゴ
ミ」を使い、「ごみ」及び「ゴミ」を「ゴミ」と統一する。ただし、法制度等で「一般
廃棄物」を使うことがふさわしい場合は「一般廃棄物」を使い、さらに産業廃棄物を
含めた廃棄物総体を意味する場合には「廃棄物」を使う。

２．廃棄物処理のパラダイムシフト

　高度経済成長を背景とした国の廃棄物処理行政が進む中、1990年からの10年間で廃
棄物処理の大きなパラダイムシフトといえるものが二つあった。これらを一般的に分
かり易くいうと「分別収集・リサイクル」と「ダイオキシン対策」である。
　一つ目の分別収集・リサイクルは、1990年の国会衆議院予算委員会での厚生大臣の
法改正発言をきっかけとして、1991年に廃棄物の処理責任の概念を取り入れた『廃掃
法』の大改正から進められた。これは、国の政策的な流れとして計画的に実施され、
1995年の『容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律』（容器包装リ
サイクル法）、2001年の『循環型社会形成推進基本法』等が次々と制定・施行され、現
在に続いてきている。
　もう一つのダイオキシン対策は市民活動により突発的に発生したもので、ダイオキ
シン汚染の緊急対応のために焼却技術を見直した1997年の「ゴミ処理に係わるダイオ
キシン類発生防止等ガイドライン（通達）」（新ガイドライン）の取りまとめと、それ
を取り入れた廃棄物焼却炉構造基準・維持管理基準の強化の政令改正であり、ゴミの
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焼却方法の概念を大きく変更するものであった。
　このダイオキシン対策は緊急対応として、先に進められていた分別収集・リサイク
ルよりも優先された。ただし、このことが後々、通商産業省（現経済産業省）の分別
収集・リサイクルを促進するためのサーマルリサイクル否定と、厚生省のダイオキシ
ン対策における高温焼却の要件を満たすガス化溶融炉や固形燃料化の推奨との綱引き
に発展した。
　それは分別収集・リサイクルとダイオキシン対策が、ジレンマの政策のためであっ
た。具体的にいうと分別収集・リサイクルは、ゴミの中の資源となるものをできるだ
け分別し利用することを目的とし、通商産業省が主管で進められた。それに対してダ
イオキシン対策は、ダイオキシンの発生を少なくすることを目的とし、プラスチック
類や紙類等の発熱量の高い資源を分別しないで高温焼却を奨励し、厚生省が主管で進
められた。これら二つの政策は相反した内容で、政策の実質の主管官庁も通商産業省
と厚生省に分かれていた。
　市町村の廃棄物処理行政の担当に、分別収集・リサイクルとダイオキシン対策のど
ちらにインパクトがあったかを聞くと、担当部署によって答えが分かれる傾向で、リ
サイクル担当は1991年の『廃掃法』の大改正を、焼却施設担当は1997年の『新ガイド
ライン』及び政令改正を意識しているようであった。それでは、この二つのパラダイ
ムシフトがどのようなものであったかを次に示す。

2.1．分別収集・リサイクル
　1991年の『廃掃法』の大改正で、廃棄物処理の主たる目的は従来どおりに公衆衛生
であったが、減量化、リサイクル、適正処理の推進及び廃棄物処理施設の確保も取り
上げられた。また、欧州で議論が進められていた拡大生産者責任（EPR：Extended 

Producer Responsibility）として漠然とではあったが、廃棄物の中で適正処理が困難な
ものに対して、事業者の協力による処理が新しく加わった。
　なお、この大改正のときから通称も『廃掃法』から変更され『廃棄物処理法』が主
に使われるようになった。このため、以下、通称を『廃棄物処理法』とする。
　この『廃棄物処理法』の大改正をきっかけに、1995年の『容器包装リサイクル法』、
2001年の『循環型社会基本法』に続いて一連の個別法が制定・施行された。この流れ
により、従来、市町村の責任であった一般廃棄物の処理そのものが、生産者や排出者
である事業者と住民の責任となり、市町村はその代行者の位置付けにシフトされた。
　そして、市町村にゴミの分別収集・リサイクルの考え方が定着してきた。

2.2．ダイオキシン対策
　次にダイオキシン対策であるが、まさしく「大事件でも起きなければ、法改正はで
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きない」といわれていた大事件が起きた緊急対応として進められた。
　欧州では1980年代にダイオキシン問題が取り上げられ、廃棄物焼却施設から排出さ
れる排ガス中にダイオキシンが含まれていることが既に知られていた。厚生省もその
対応として1990年に「ダイオキシン類発生防止等ガイドライン（通達）」（旧ガイドラ
イン）を作り、廃棄物焼却施設の運転管理を指導してきていた。しかし、その当時は
ダイオキシンに対しての問題意識は低かったようであった。
　その後、住民団体を中心とした独自のダイオキシン調査が実施され、次第にダイオ
キシンの危険性が騒がれ出し、毎日のように新聞紙上で取り上げられた。
　特に埼玉県所沢市では1994年の測定結果で、西部清掃工場から排出された排ガス中
から12,000ng-TEQ/Nm3（注１）（注２）の高濃度のダイオキシンが検出されていた。1994年当
時、排ガス中のダイオキシンの排出基準値は制定されていなかったものの、1997年に
制定された暫定排出基準80ng-TEQ/Nm3、2000年に施行された『ダイオキシン類対策特
別措置法』の排出基準１ng-TEQ/Nm3が西武清掃工場に当てはまる。12,000ng-TEQ/Nm3

が暫定排出基準の150倍、排出基準の12,000倍と、いかに高濃度であったかが理解でき
ると思う。

（注１） ng-TEQ/Nm3：０℃、１気圧での１立方メートル中に含まれるダイオキシンの濃度を、ナノグ

ラム（10－9g：10億分の１グラム）単位で表した2.3.7.8‒四塩化ダイオキシン毒性等価濃度

（TEQ：2,3,7,8-TCDD Toxicity Equivalency Quantity）のこと。

（注２） TEQ：ダイオキシン類異性体30種の測定量に2.3.7.8‒四塩化ダイオキシン毒性等価係数（TEF：

Toxicity Equivalent Factor）を掛けて換算した濃度のこと。

　しかし、その事実を意図的に隠したことが1997年に発覚し、後に「ダイオキシン騒
動」といわれた市長自らダイオキシンデータ隠しの経過報告謝罪会を開くに至り、ダ
イオキシン問題の所沢市として全国で知られるようになってしまった。
　厚生省は1996年に、全国のゴミ焼却施設から排出される排ガス中のダイオキシンの
一斉調査を市町村に指示した。そして同年、厚生省は許容１日摂取量（TDI：Tolerable 

Daily Intake）を10pg/kg（現在４pg/kg：2000年『ダイオキシン類対策特別措置法』施
行）と定め、一斉調査の結果及び緊急対応を含む中間報告を公表した。続いて、1997
年には恒久対策を含めた最終報告の「ゴミ処理に係わるダイオキシン類発生防止等ガ
イドライン（通達）」（新ガイドライン）を取りまとめた。さらに、「新ガイドライン」
の内容を取り入れた廃棄物焼却炉構造基準・維持管理基準の強化の政令改正までを１
年間で行った。
　この「新ガイドライン」では、ダイオキシンの発生を抑制するために、大量連続焼
却、高温焼却、焼却灰の溶融等処理、高度排ガス処理の四つのゴミ処理方針が示され
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た。特に、大量連続焼却を実現するため、政府が行っていた「一般廃棄物処理施設整
備費国庫補助金」（施設整備費補助金）もゴミを原則100t/日以上処理できる施設、人
口５万人以上か面積400km2以上の広域処理に限定された。
　そのために、単独でゴミ焼却施設が導入できない市町村では広域処理が行われるよ
うになった。なお、この100t/日以上処理できる施設を単独で導入できる市町村は、人
口が10万人規模以上の市や地域に限られてしまった（100t/日＝100,000kg/日＝１kg/人
日×100,000人：１人が１日に排出するゴミの量は全国平均で約１kgであった）。

2.3．新しいゴミ処理技術の導入
　「新ガイドライン」でダイオキシンの削減を目的として新しく導入されたゴミ処理技
術が、ガス化溶融炉と固形燃料化であった。ある程度の人口が多い市町村ではガス化
溶融炉の導入が、人口が少ない市町村では固形燃料化の導入が進められた。しかし、
この新しい二つの技術は、ゴミの高発熱量の確保を前提としているために分別をでき
るだけ行わなく、せっかく作り上げた分別収集・リサイクルを逆行させ、リサイクル
の循環を否定する技術でもあった。次に、これらの新しい技術を紹介する。

⑴　ガス化溶融炉

　ガス化溶融炉は、高温焼却と焼却灰の溶融を同時に行う技術として、人口の多い市
町村で注目された。この技術は溶鉱炉の技術を取り入れたもので、初期段階の施設は
新日本製鉄（新日鉄）により1979年に岩手県釜石市、1980年に大阪府茨木市で導入さ
れた。残念ながら、２ヶ所に導入されてから15年間は日本国内で新たなガス化溶融炉
の導入は行われなかった。その理由は、爆発事故の発生の危険性や高温焼却のために
気化した大量の重金属が排ガスとともに外部に排出される恐れがあり、地域住民の反
対と導入実績が少ないことで市町村が敬遠していたためであった。
　ところが、「新ガイドライン」が示された直後の1998～2002年の５年間は廃棄物処理
施設の設置関連業界で「ダイオキシンバブルの時代」といわれ、厚生省（現環境省）
も当初予算に加えて補正予算により、ダイオキシンの削減を短期間で実現するための
「施設整備費補助金」を積極的に投入した。そのため、ゴミ焼却施設と高度排ガス処理
施設の新設が集中して行われ、「新ガイドライン」の要件を満たすガス化溶融炉の技術
が注目された。
　幸いにも、茨木市が1980年に導入した施設の更新を1996年に行ったことも評価され、
他の市町村も導入を積極的に検討するようになった。この焼却方式の多くは、ゴミと
一緒にコークスを炉に入れて高温で溶融するもので、まさしくゴミの溶鉱炉といえる。
この頃、日本国内では鉄鋼の需要が低迷し、コークスの需要も下降していた。新しい
コークス利用の場を必要としていたので、ガス化溶融炉はコークスの新しい市場とし
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て、新日鉄を始めとして日本鋼管（NKK）と川崎製鉄（川鉄：後に２社は合併しJFE）
等も積極的に販売に動いた。その効果もあり2002年度までガス化溶融炉の導入が急激
に増加した。
　ただし、従来技術であるストーカ炉・流動床炉等が全くなくなったのではなく、「新
ガイドライン」に適合するように改良された従来技術の需要も多くあった。理由は、
この従来技術の実績が豊富であったこと、爆発事故の発生の危険性がないことで、周
辺住民の同意を得ることがガス化溶融炉よりも容易なためであった。このことは、ゴ
ミ焼却施設の導入でガス化溶融炉かストーカ炉・流動床炉等の選択の決定が、技術的
な問題と合わせてリスク対応や住民の同意を得る等、市町村が個別に持っている各々
の状況や条件により左右されることを物語っている。
　なお、ガス化溶融炉とストーカ炉・流動床炉等の処理単位量当たりの建設費用は、
2002年度当時で60百万円/t/日程度（筆者調べ）と高値で安定しており、ダイオキシン
バブルの時代にゴミ焼却施設と高度排ガス処理施設の新設が集中して行われた。

⑵　固形燃料化

　次に、大量連続焼却ができない人口の少ない市町村では、広域処理が行われるよう
になり、二つの方法が取り入れられた。一つ目は、ゴミの長距離運搬を行うために運
搬中継施設を設け、ゴミをそのまま圧縮し大量に運搬するコンパクタコンテナ方式を
導入し、運搬先のゴミ焼却施設で処理するものであった。もう一つは、ゴミを中間処
理施設で塩素の影響を防ぐために消石灰を加え、水分を乾燥した後に固形化して固形
燃料（RDF：Refuse Derived Fuel：チョーク状）とする固形燃料化で、暖房用の燃料、
RDF発電所での燃料として利用するものであった。
　一つ目のコンパクタコンテナ方式の導入は極端に少なかった。理由は、長距離を比
重が小さく、水分を大量に含むゴミをそのまま運搬するため、運搬費の問題が上げら
れるためであった。広域処理の導入例は、2003年に稼働した北海道上磯町にゴミ焼却
施設を持つ渡島廃棄物処理広域連合（中継施設３カ所、竣工時13町参加）、2005年に稼
働した長崎県諫早市にゴミ焼却施設を持つ県央県南広域環境組合（中継施設２カ所、
竣工時17市町参加）の２カ所のみであった。
　もう一つの固形燃料化はコンパクタコンテナ方式に比較し多くの導入事例があっ
た。ただし、三重ゴミ固形燃料発電所（三重RDF発電所）の事故（注３）以降、導入がス
トップしてしまった。固形燃料化を始めて導入したのは、愛知県田原町と北海道富良
野市で1987～1988年のことであり、固形燃料の利用も暖房の燃料としてであった。「新
ガイドライン」が示されると、発電所での固形燃料の利用を目的とした固形燃料化の
導入が盛んに行われるようなった。三重RDF発電所の事故が発生するまで導入が順調
に進み63施設で稼働し、竣工時に参加したのは176市町村（平成の大合併で2005年度末
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121市町村に合併縮小：筆者調べ）であった。2005年以降に稼働した４施設を加えた53
施設が、2013年現在も稼働し続けている５）。なお、固形燃料化施設の処理単位量当た
りの建設費は30百万円/t/24hr程度（筆者調べ）と、ゴミ焼却施設の半額であった。
　三重 RDF発電所の事故後に固形燃料の呼び名を RDFのみではなく、腐敗する厨芥
を含まない紙類とプラスチック類から作られるものを意識的に RPF（Refuse Paper & 

Plastic Fuel：粒状、チョーク状）と呼び、ゴミから作られる RDFと区別するようにな
った。また、固形化の乾燥工程では通常０～200℃程度で乾燥するが、その工程で400
～600℃の高温で乾燥させる新しい固形燃料の炭化物（粒子状、炭団型）も作られるよ
うになった。
　以上が20世紀末、1990年からの廃棄物処理のパラダイムシフトであった。次に、こ
のパラダイムシフトから派生した課題について紹介する。

（注３） 三重RDF発電所の事故：2003年に発生し、RDF貯蔵施設内のRDFが発酵して発熱・発火し、

その後の不適切な対応で爆発事故を引き起こし死傷者が出てしまった事故。

３．分別収集・リサイクルのパラドックス

　2001年から21世紀がスタートしたが、政府では中央省庁再編が行われ、1971（昭和
46）年に発足した環境庁を改組し、2001（平成13）年に環境省が設置された。そして、
これまで厚生省が担当していた廃棄物処理行政が環境省に移管された。
　ここでは、20世紀末の廃棄物処理のパラダイムシフトから派生した課題を「分別収
集・リサイクルのパラドックス」として取り上げる。最初に、高度経済成長に伴い大
量に発生した廃棄物の処理の対応として新しく制定された法律や制度があるが、その
中で循環型社会の形成に向けた法体系を紹介する。続いて、その法律に沿って廃棄物
処理行政が進められた結果、派生したパラドックスとしての「リサイクル貧乏」と「ゴ
ミの発熱量不足」の問題について述べる６）。

3.1．循環型社会の形成に向けた法体系
　行政で様々な施策や事業を展開させるためには、それらを形成・推進するための法
体系に加えて補助金等の各種制度が整備されるのが一般的である。廃棄物処理行政で
も同様であり、1990年以降の廃棄物処理のパラダイムシフトにより新しい法体系と各
種制度が整備された。ここでは、循環型社会の形成を推進する法体系を紹介し、本稿
で取り上げない各種制度については紹介を割愛する。
　1990年の国会での大臣発言が基となって1991年に『廃棄物処理法』の改正が行われ、
その後の1992年の地球環境サミットの結果を受け、1994年に完全施行された『環境基
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本法』で循環が意識された。そして、循環型社会の形成の推進を目指し、『環境基本
法』を頂点に二つの基本法と時代の必要性によって新しく制定され続ける個別法によ
り、一連の法体系が整備された。これらの法体系は表２に示す通りであり概要を紹介
する。

表２　循環型社会の形成を推進する法体系

環境基本法（1994年８月完全施行）
・環境の保全について基本理念を規定

循環型社会形成推進基本法（2001年１月完全施行）
・循環型社会の形成に関する基本原則を規定

廃棄物処理法
（1971年９月施行）

・廃棄物の減量・リサイクル推
進、適正処理の確保を規定

資源有効利用促進法
（2001年４月施行）

・事業者によるリデュース、リ
ユース、リサイクル対策を規定

グリーン購入法
（2001年４月完全施行）

・国等による環境物品調達の推
進等を規定

リサイクルに関する個別法
容器包装リサイクル法（2000年４月完全施行）

・容器包装の分別収集・リサイクルの義務化を規定
家電リサイクル法（2001年４月完全施行）

・テレビ等廃家電の引き取り・リサイクルと、消費者の料金負担の義務化を規定
食品リサイクル法（2001年５月完全施行）

・食品残渣の発生抑制、減量化、再生利用の促進を規定
建設リサイクル法（2002年５月完全施行）

・建設廃棄物の分別解体、再資源化等の促進と義務化を規定
自動車リサイクル法（2005年１月完全施行）

・製造業者等による再資源化、消費者の料金負担の義務化を規定
小型家電リサイクル法（2013年４月施行）

・デジタルカメラやゲーム機等の廃小型家電の再資源化の促進を規定
 （出典：環境省編「平成24年版　循環型社会白書」を参考として筆者作成）

⑴　環境基本法及び循環型社会形成推進基本法

　基本法の一つである『環境基本法』は、1967年に公布された『公害対策基本法』を
発展させ、環境保全に関する国の基本的な方向を示す法律であり、「循環」がキーワー
ドとして含まれる「環境基本計画」が1994年に閣議決定されている。
　もう一つの基本法の『循環型社会形成推進基本法』は、廃棄物処理やリサイクルの
取組の優先順位を始めて法律で定めたもので、一番目：出てくる廃棄物の減量（Re-

duce）、二番目：不要になったものの繰り返し使用（Reuse）、三番目：繰り返し使えな
いものを資源として利用（Recycle）で、これらを３Rという。四番目：資源として使
えないものは燃やして熱を利用、最後：捨てるしかないものの適切な処分となってい
る。他に、国、市町村、事業者、国民の責務が定められている。
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⑵　廃棄物処理法（正式名称：廃棄物の処理及び清掃に関する法律）

　既に、ゴミ処理の歴史、廃棄物処理のパラダイムシフトで紹介しているが、廃棄物
処理全体を網羅した法律である。この法律では、廃棄物処理業者に対する許可、廃棄
物処理施設の設置許可、廃棄物処理基準の設定等が規定されている。

⑶　資源有効利用促進法（正式名称：資源の有効な利用の促進に関する法律）

　循環型社会を形成していくために必要な３R（リデュース・リユース・リサイクル）
の取り組みを総合的に推進するための法律である。特に事業者に対して３Rの取り組
みが必要となる業種や製品を政令で指定し、自主的に取り組むべき具体的な内容を省
令で定めることとしている。10業種・69品目を指定して、製品の製造段階における３
R対策、設計段階における３Rの配慮、分別回収のための識別表示、事業者による自
主回収・リサイクルシステムの構築などが規定されている。

⑷　グリーン購入法（正式名称：国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）

　国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の
調達を推進するとともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、
需要の転換を図り、持続的発展が可能な社会の構築を推進することを目指している。
また、国等の各機関の取組に関するほか、市町村、事業者及び国民の責務などについ
ても定めている。

⑸　リサイクルに関する個別法

　リサイクルに関して、2013年４月現在で六つの個別法が施行されている。これらの
個別法の概要は次の通りである。なお、リサイクルについて、それぞれの個別法で再
商品化、再生利用、再資源化と別々に表現されている。個別法の紹介においてのみ、
再商品化、再生利用、再資源化を使うが、本稿では全て「リサイクル」を使う。
・ 容器包装リサイクル法（正式名称：容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等
に関する法律）：家庭から出るゴミの６割（容積比）を占める容器包装４種類（ガラ
スびん、紙、PETボトル、プラスチック）を資源として有効利用することにより、
ゴミの減量化を図るための法律である。それぞれの立場で再商品化の役割を担うと
いうことがこの法律の基本理念であり、消費者は分別排出、市町村は分別収集、事
業者は再商品化を行うことが役割となっている。そして、三つのルートでの再商品
化が定められており、指定法人ルート（法律で指定する法人の㈶日本容器包装リサ
イクル協会を経由）、独自ルート（市町村が独自のルートでの再商品化で原料販売も
含む）、自主回収ルート（特定事業者が分別収集から再商品化までを自ら実施）であ
る。



中央学術研究所紀要　第42号

148

・ 家電リサイクル法（正式名称：特定家庭用機器再商品化法）：一般家庭や事務所から
排出された家電製品（エアコン、テレビ［ブラウン管、液晶・プラズマ］、冷蔵庫・
冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機）から、有用な部分や材料を再商品化し、廃棄物を減
量するとともに、資源の有効利用を推進するための法律である。

・ 食品リサイクル法（正式名称：食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）：食
品の売れ残りや食べ残し、製造・加工・調理の過程において生じたくずなどの食品
廃棄物の発生抑制と再生利用のために、食品関連事業者などが取組むべき事項が規
定されている。

・ 建設リサイクル法（正式名称：建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）：特
定建設資材（コンクリート［プレキャスト板等を含む］、アスファルト・コンクリー
ト、木材）を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設資材を使用す
る新築工事等であって一定規模以上の建設工事（対象建設工事）について、その受
注者等に対し、分別解体等及び再資源化等を行うことが義務付けられている。

・ 自動車リサイクル法（正式名称：使用済み自動車の再資源化等に関する法律）：自動
車メーカー・輸入業者に、シュレッダーダスト、エアバッグ類、フロン類の引取・
再資源化を義務づけており、その処理費用は、リサイクル料金として、クルマの所
有者が負担することになっている。

・ 小型家電リサイクル法（正式名称：使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関す
る法律）：デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電子機器等の再資源化を促進
するため、主務大臣による基本方針の策定及び再資源化事業計画の認定、当該認定
を受けた再資源化事業計画に従って行う事業についての廃棄物処理業の許可等に関
する特例等について定めた法律である。

3.2．リサイクル貧乏
　1991年に行われた『廃棄物処理法』の大改正で分別収集・リサイクルが進められた
が、大きな二つの問題を内在させていた。それは、リサイクル貧乏とゴミの発熱量不
足であり、分別収集・リサイクルを進めて行く中で、多くの市町村が悲鳴を上げるに
至った。
　一つ目の問題は、分別収集・リサイクルをすればするほど市町村の負担が増加しリ
サイクル貧乏に陥ったことで、環境省の中央環境審議会でもこのことの議論が行われ
た。この原因の主なものは2000年に完全施行された『容器包装リサイクル法』であり、
容器包装４種類（ガラスびん、紙、PETボトル、プラスチック）のリサイクルを義務
づけており、分別収集と保管梱包の責任が市町村に、リサイクルの責任が特定事業者
になっている部分的な拡大生産者責任（EPR：Extended Producer Responsibility）の採用
の問題であった。
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　そして、分別収集と保管梱包の予算が毎年増加し市町村の財政を圧迫し、悲鳴を上
げる状況に至っていた。例として、所沢市では「ゴミの分別収集費用は可燃ゴミが10
千円/t、プラスチック類は約５倍の50千円/tほどかかっており、比重というのでしょう
か嵩の問題からこのようなことになっている」７）、名古屋市では「可燃ゴミの分別収集
費用が23千円/t、プラスチック容器包装が２倍の50千円/t」８）とプラスチック類の収集
費用が高額なことを報告していた。また、容器包装の分別収集費用の増加が環境省の
事業報告でも明らかであった９）10）11）。なお、環境省の情報では、全国の市町村全体で
分別収集と保管梱包にそれぞれ年間で1700億円、1300億円、合計3000億円になると推
計しており、それを特定事業者の負担にする要望が市町村の代表組織から環境省に出
されていた12）。
　では、リサイクルのみの責任で済んでいる特定事業者サイドはどうかというと、こ
こでも「リサイクル倒産」という言葉もささやかれ、リサイクル委託料金の支払い拒
否表明や支払い保留方針を明らかにするところも出てきている状況であった13）。図１
に示す通り、リサイクルの特定事業者負担が毎年増加し続け、2005年度は全体で479億
円、プラスチック容器包装だけで423億円となっていた。
　このように、分別収集・リサイクルをすればするほどゴミの分別収集費用が増加し、
市町村や特定事業者である企業の予算を圧迫することがリサイクル貧乏であり、対応
が進んできたとしても2013年現在も続いている問題である。

図１　特定事業者のリサイクル委託料金支払額の推移（その１）

 （出典：㈶日本容器包装リサイクル協会のデータを基に、筆者作成）
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3.3．ゴミの発熱量不足
　もう一つの問題は、ゴミの分別収集が進むことによって資源の有効活用ができる反
面、ダイオキシン対策による高温焼却を行なうためのゴミの発熱量が不足し、補助燃
料として灯油等の化石燃料を常時使用しなければならない状況になったことであっ
た。これがゴミの発熱量不足であり、対応が進んできたとしても2013年現在も続いて
いる問題である。
　ゴミの分別収集とゴミの発熱量の関係について、川口市を例に紹介すると図２に示
す通りで、プラスチック容器包装（プラ容器）と紙・布類の分別収集の実施前後でゴ
ミの発熱量が2,000kcal/kg以上から1,800kcal/kg未満に下がった。それは、可燃物の中
で発熱量の高いプラ容器と紙・布類が除かれたため当然の結果であった。ゴミの発熱
量が下がった対応として、補助燃料として灯油を使いゴミの焼却処理が行われること
となった。

図２　分別収集量と川口市朝日環境センターのゴミの発熱量の関係

 （出典：川口市「清掃事業概要」、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」を基に、筆者作成）

　ここで、リサイクル貧乏とゴミの発熱量不足の問題をまとめる。
　分別収集の結果でゴミの発熱量が下がったことは、発熱量の高いプラスチック類や
紙・布類を除いてしまうので当然の結果であるが、分別収集でゴミの発熱量が下がり
ゴミ焼却施設の設計発熱量を下回るケースが出てくる。そうすると、多額の分別収集
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と保管梱包の予算を使い資源を有効活用するのに加えて、さらに予算を追加し灯油等
の化石燃料を補助燃料としてゴミの焼却処理を行うことになる。それは、どう考えて
も理屈が合わない問題で。まさに、資源を有効に活用し環境効果と経済効率面の効果
を生み出す政策なのに、市町村、特定事業者の双方に費用負担の問題が発生する「分
別収集・リサイクルのパラドックス」の状態に陥っている。
　これらの状態が何を意味しているかであるが、大きく分けて二つの問題がある。
　一つ目は『容器包装リサイクル法』のプラスチック容器包装の問題である。プラス
チック容器包装の中で PETボトルと白色トレイは需要があり、再び PETボトルや白
色トレイとして利用するマテリアルリサイクルが行われている。価値の高いPETボト
ルと白色トレイはリサイクルを行う意味がある。
　問題なのは、チューブやボトル状の成型品とフィルム状のプラスチック容器包装を
まとめて収集している点で、これらは色々な素材で作られているため、マテリアルリ
サイクルが難しい。さらに、フィルム状のものは比重が小さく取り扱いが容易でない
ために、収集費や処理費を増加させる要因となっている。このチューブ状の成型品と
フィルム状のプラスチック容器包装について、例えば、分別収集をしないで可燃ゴミ
として一括収集しサーマルリサイクルする。または、プラスチック容器包装を分別収
集し中間処理施設で選別してベール化の後にマテリアルリサイクルする代わりに、分
別収集し一括で固形燃料化してサーマルリサイクルするだけでも、リサイクルの経費
を削減できるものと思われる。
　二つ目の問題は簡単に解決できるものではなく、社会システムの変更を含んだ取組
を必要とする。それは、分別収集が簡単に行えるような、容器包装そのものの見直し
と製造段階で分別収集が可能となる素材を使う等の対応を行うことであり、長期的な
問題のために政治と技術の面から取り組まなければならない。

４．パラドックスの対応事例

　「分別収集・リサイクルのパラドックス」の対応として実施されている事例を紹介す
る。
　最初に、リサイクル貧乏の対応事例であるが、『容器包装リサイクル法』の理念とし
て、すべての人々がそれぞれの立場でリサイクルの役割を担うということが掲げられ
ており、消費者は分別排出、市町村は分別収集、事業者はリサイクルを行うことが役
割となっている。そして、リサイクルの三つのルートとして、指定法人ルート、独自
ルート、自主回収ルートがあることを3.1．⑸で既に紹介し、この中の指定法人ルート
での特定事業者の負担が毎年増加していることを図１で説明した。
　法律に沿って実施できるリサイクル貧乏の対応は、市町村が独自ルート、特定事業



中央学術研究所紀要　第42号

152

者が自主回収ルートでの取り組みである。また、容器包装４種類（ガラスびん、紙、
PETボトル、プラスチック）の中でガラスびん類と紙類は「専ら物（もっぱらぶつ）：
古紙、くず鉄（古銅等を含む）、あきびん類、古繊維」として、『廃棄物処理法』の施
行前からリサイクルが行われ、PETボトルも独自ルートでのリサイクルが行われてい
たので、残る対応がプラスチック容器包装のリサイクルである。
　図１では、2005年度までのデータを掲載したが、その後のデータを加えると図３に
なり、2006年度まで増加し続けその年をピークとして若干減少し、その後に横ばいで
推移している。これは、市町村の独自ルート、特定事業者の自主回収ルートの活用で
ある。
　具体的な方法として、市町村では分別収集したプラスチック容器包装を独自ルート
により、原料としてリサイクル業者に販売する等の対応で、分別収集費用の一部とし
て使用している。この原料としての販売では、世界や日本の経済の状況によって市場
価格が変動するものの、収入が期待されているために多くの市町村で実施されてきて
いる。
　自治体のプラスチック容器包装に関するアンケート調査によると、集計された1,075
ヶ所の市町村で、指定ルートのみが49％、指定ルートと独自ルート併用が８％、独自
ルートのみが13％、リサイクルしていないが27％、残りがその他である。そして、指
定法人ルートを採用している自治体の理由として安定的なリサイクルと信頼性を上
げ、独自ルートを少しでも採用している自治体の理由として指定ルートよりも安い及

図３　特定事業者のリサイクル委託料金支払額の推移（その２）

 （出典：㈶日本容器包装リサイクル協会のデータを基に、筆者作成）



分別収集・リサイクルのパラドックス

153

び地場のリサイクル企業への委託を上げ、リサイクルしていない自治体の理由として
新たなコスト負担の問題と中間処理施設の確保困難を上げている14）。このアンケート
では、市町村による多様な対応が取り上げられているが、今後の課題としてプラスチ
ック容器包装の分別収集費用の増加が報告されており、リサイクル貧乏を解消するま
でには至っていないことが想像される。
　特定事業者では、主体的に実施できる自主回収ルートでのリサイクルが行われるよ
うになってきており、スーパーの回収ボックス等を良く目にされるのではないかと思
う。ただし、この対応も全体の一部であり、市町村で収集されて指定ルートでリサイ
クルされるプラスチック容器包装については、依然として事業者負担が継続している。
　次に、リサイクル貧乏とゴミの発熱量不足の両方に関連した対応であるが、焼却不
適物・不燃物のプラスチック類を、埋め立て不適物・可燃物としたことであった。
　『廃棄物処理法』では長い間、プラスチック類を不燃物として取り扱ってきた。そし
て、不燃物として分別収集し埋め立て処分を行ってきた。その理由は、過去のゴミ焼
却施設の技術的な問題で、プラスチック類を焼却処理すると高温になり炉を傷め、塩
化ビニール類を焼却処理すると排ガス中に塩化水素が大量に発生し炉や煙道を腐食す
るためであった。
　ところが、ダイオキシン対策でゴミの高温焼却、高度排ガス処理が義務づけられ技

図４　東京都新江東清掃工場のゴミの成分含有率と発熱量の関係

 （出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」を基に、筆者作成）
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術的な問題が無くなり、プラスチック類の処理方法が原則、焼却処理に変更されるこ
とになった。環境省では2005年５月に「廃棄物の減量・適正処理推進基本方針」を改
正して、プラスチック類の埋め立てを行わずに焼却処理とし、サーマルリサイクルを
推奨した。また、東京都23区でも2006年度からモデルとして一部の区でプラスチック
類を埋め立て不適物として焼却処理を導入した。そして、2008年度には全区に拡大し、
プラスチック類を可燃物として一括収集するようになった。図４に示す通り、2008年
度から新江東清掃工場に搬入されるゴミの成分中のプラスチック類（プラ類）の含有
率が増加し、それに沿って発熱量も上昇してきている。なお、新江東清掃工場はゴミ
の焼却処理に伴う発電を行っており、23区でもトップの発電電力量で、年間で10億円
以上の売電収入の実績がある５）。
　続いて他の事例として、分別収集を積極的に行っている松戸市クリーンセンター（松
戸 CC）、柏市清掃工場（柏清掃）及び柏市第二清掃工場（柏第二清掃）、プラスチッ
ク類や紙類の分別をあまり意識していない草加市及び越谷市等で組織されている東埼
玉資源環境組合（東埼玉組合）におけるゴミの発熱量の比較を見ると図５の通りであ
る。分別収集を積極的に行っている松戸 CC及び柏清掃のゴミの発熱量は、同じよう
な傾向を示し1,500～2,200kcal/kg程度と徐々に上がってきている。2005年から新しく
稼働した柏第二清掃は、家庭ゴミのみを焼却処理しており、発熱量も1,500kcal/kg程度

図５　特徴的な４ヶ所の清掃工場におけるゴミの発熱量の比較

 （出典：各市等「清掃事業概要」、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」を基に、筆者作成）
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で推移している。分別収集をあまり意識していない東埼玉組合は、ゴミの発熱量が
2,500kcal/kg前後で変動している。
　なお、松戸 CC、柏清掃及び柏第二清掃ではゴミの発熱量不足が起こるために、柏
第二清掃では灯油等の化石燃料による助燃が行われ、松戸 CC及び柏清掃では分別収
集された大型ゴミを破砕し可燃物をゴミに混ぜる方法、水分の少ない事業系の可燃物
を混ぜる方法等により発熱量を上げて焼却処理している。東埼玉組合ではゴミの発熱
量が高い結果として、発電効率が比較的低いといわれているストーカ炉でありながら、
発電効率が20％以上とガス化溶融炉と同じように高い。そして、ゴミの処理単位量当
たりの発電電力量が高いゴミ焼却施設として、全国の約1,200施設の中でも過去10年以
上トップ10にランクされており、年間で９億円以上の売電収入の実績がある５）15）。
　別の事例として、さいたま市では『容器包装リサイクル法』と違う市独自のプラス
チック類のリサイクルを実施している。それは、プラスチック容器包装ではなく食品
の包装をしている「食品包装プラスチック」のみに限定して分別収集・リサイクルを
行っている。そして、食品以外のプラスチック容器包装を「もえるゴミ」として他の
可燃物と一括分別収集し、焼却処理を行いゴミの発熱量不足に対応し、助燃に灯油等
の化石燃料をできるだけ使わないように工夫している16）。
　以上、各市町村で実施されている「分別収集・リサイクルのパラドックス」の対応
の事例を紹介したが、一部、国が関係しているものの市町村の独自の解決途上の応急
的な対応である。これらは、国が中心となって行うしっかりした恒久対策や予防対策
にはなっていないと感じる。あるいは、国が対策のための方針を出せないのかもしれ
ないと感じる。

５．ゴミ処理のゆくえ

　ゴミ処理の歴史から始まり、高度経済成長に伴うゴミ処理の課題等の対応で、1990
年代に起こった「廃棄物処理のパラダイムシフト」の「分別収集・リサイクル」と「ダ
イオキシン対策」を紹介した。さらに、このパラダイムシフトから派生した「分別収
集・リサイクルのパラドックス」の「リサイクル貧乏」と「ゴミの発熱量不足」の問
題を紹介した。そして、市町村が中心に行っている解決途上の応急的なパラドックス
の対応について紹介してきた。
　それでは、今後のゴミ処理がどのような方向に進んだらよいのかを、現在の大きな
課題を取り上げながら本稿のまとめとしたい。
　一番大きな課題は、３.11東日本大震災と同時に発生した福島第一原子力発電所の事
故に伴う放射性廃棄物の処理・処分の問題である。表１で紹介した通り、放射性廃棄
物は『廃棄物処理法』の範囲外で、『放射性物質汚染対処特措法』に基づく「廃棄物関
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係ガイドライン」に沿って対応されている。しかし、このガイドラインは解決途上の
応急的な対応で、放射性廃棄物に関する法整備、各種制度の確立、処理体制づくり、
最終処分場の確保及び予算措置が課題として残っており、これは国が中心となってし
っかりした恒久対策や予防対策を実施する必要がある。
　次の課題はリサイクルを含むゴミ処理行政総体である。表２で紹介した循環型社会
の形成を推進する法体系ではリサイクルに関する課題が発生する都度に、新しい個別
法が施行される仕組みになっている。2013年４月１日施行の『小型家電リサイクル法』
では、市町村の特性に合わせて任意に参加を判断し、回収方法等を定めることになっ
ている。この参加に関する環境省のアンケート結果では、実施予定が10.9％、実施方
針が22.9％、65％が予定や方針が無く、不参加が圧倒的に多い状況である。なお、参
加の理由として最終処分量の削減と日本の資源が少ないことの考慮を上げ、不参加の
理由として広域処理での調整、処理体制的な困難、予算的な困難を上げている17）。な
お、不参加の回答からは、法律に義務や強制力が無くて参加を市町村が任意に判断す
ることができるとはいえ、中央が引いたレールである法律に対して、多くの市町村が
素直に従えないとの意思表示をしたのではないかとも感じとれる。
　国の財政が悪化し小さな政府が求められている現在、市町村に新しい技術なり政策
を導入して地域の特性を生かし、市町村が独自のイニシアティブを発揮する必要があ
る。現在の日本は、中央がレールを引き市町村がそれに従う時代から、市町村が独自
に政策を掲げて実現できる時代に変化しつつある。このことを森谷は「技術を社会に
向けよう、技術を社会に向けることは技術を地域社会に向けることです」「これまでは
“同じ”の時代、これからは“違う”の時代です」と述べている18）。ゴミ処理行政にお
いても、国を中心とするのではなく、市町村がイニシアティブを発揮し、他とは“違
う”地域独自のゴミ処理事業の実現を目指すことを期待したい。
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